
 

 

 

円 150 円台、32年ぶり円安でも輸出停滞、輸入コストは膨張 

人材・資本の日本離れ招く 

20 日の外国為替市場で円相場が下落し、一時 1 ドル=150 円の節目を 1990 年 8 月以来

32 年ぶりに下回った。かつてほど円安で輸出は伸びなくなり、むしろ資源高で輸入コ

ストが膨らむデメリットが目立つ。行きすぎた「安いニッポン」が人材や資本の日本離

れを招き、国力の一段の低下につながるリスクをはらむ。 

円相場は 20 日、じりじりと下落し目立った材料なく 150 円台を付けた。市場で指摘さ

れるのが輸入のための実需のドル買い圧力だ。日米金利差（総合 2 面きょうのことば）

を手掛かりに円を売る投機筋と並び円安が長引く要因となっている。 

 

かつての日本では円安になると国内からの輸出が増え、稼いだ外貨を円に替える動き

が円安のブレーキとなった。企業が製造拠点を海外に移した現在、輸出力は低下し

た。資源高による輸入額の増加が勝り、円売り・ドル買いの需要が強い。貿易収支に

海外投資の収益を加えた経常収支（季節調整値）は 7～8月に 2カ月連続で赤字となっ

た。 

1 ドル=150 円の定着を前提に「NEEDS 日本経済モデル」で試算したところ、現在 1バ

レル 80ドル台の原油価格が 100ドルになると 23～24年度の経常黒字は 21 年度の 12

２０２2 年 10 月 21 日  担当 アノジ 

https://www.nikkei.com/paper/morning/?b=20221021&d=0&fs=PART_DEA2000&ue=DEA2000


兆円強から 1兆～3 兆円台に減り、120ドルなら経常赤字となる。経常赤字は日本から

資金が流出していることを示し、円安が一段の円安を招く悪循環に陥りかねない。 

 

 

通貨の実力は「実質実効為替レート」に表れる。貿易量などをもとに様々な国の通貨

の価値を計算し、物価変動も加味して調整した数値で、高いほど対外的な購買力があ

り、海外製品を割安に購入できることを示す。 

円の実質実効レートは 95 年をピークに低下し足元では、変動相場制になった 73年以

前の 1ドル=360円の時代の水準まで低下している。 

円の実力低下がもたらす最大の問題はエネルギーや食料の輸入だ。日本の食料自給率

は 4割弱どまり。エネルギーの輸入依存度は 9割にのぼる。円建ての今年の上昇率は

原油や小麦で 4割程度と高く、国外への所得流出につながっている。 

海外から労働力をひき付けられなくなる問題もある。円安でベトナムなどからの出稼

ぎは減る可能性が指摘されている。国際協力機構（JICA）は、政府の成長目標達成に

は 40年に現状に比べ約 500万人の追加受け入れが必要とみるが、日本は出稼ぎ先に選

ばれにくくなっている。 

日本人にとっても海外旅行は高くなった。JTB総合研究所によると、7月時点の宿泊費

や飲食費など航空券以外の現地コストは、19 年に比べて米国で 4割上昇。為替要因が

27%と物価要因（13%）を上回る。台湾やベトナム、韓国などアジアでも 2～3割増え

た。 

JP モルガン・チェース銀行の佐々木融氏によると日米の物価が対等になるレートは 1

ドル=80円台。実際のレートは大幅に乖離（かいり）し、底が見えなくなっている。

個人は外貨預金や海外株への投資を増やしており、約 1000兆円の預金が海外に流出す

る懸念もじわり高まっている。 
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原油高 4 割は円安起因 

輸出から輸入を引いた貿易収支の赤字が拡大している。財務省が 20日発表した 2022年

度上期（4～9 月）の速報値は半期で過去最大となる 11 兆 74 億円の赤字だった。資源

高と円安が響いた。足元の原油輸入価格の上昇要因のうち 4割以上は円安に起因してい

るとみられる。円安の進行に伴って巨額の貿易赤字が続く可能性がある。 

 

輸入額は 60兆 5837 億円で、前年同期比 44.5%増えた。輸出額は 19.6%増の 49 兆 5762

億円だった。輸出入とも半期で最高額だったが、輸入の増加ペースが上回った。 

原油や液化天然ガス（LNG）といった鉱物性燃料の輸入額が 2.2倍の 17兆 7145 億円と

なり、全体を押し上げた。なかでも原油の輸入額の増加が大きかった。原油の輸入量

は 10.4%の増加にとどまっており、輸入額が増えたのは主に値上がりのためだ。 

石油連盟が貿易統計から算出したデータによると、9 月の原油の輸入価格は 1キロリ

ットルあたり 9万 7511円と前年同月比 91.0%上がった。国際的な取引価格を反映する

ドル建てでみると、1バレルあたり 110.79 ドルで上昇率は 50.0%だった。全ての輸入

がドル建てと仮定すると、9月の輸入価格上昇の 4割以上は円安が原因といえる。 
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1 年前の 21 年 9月も原油の輸入価格は 65.7%上がったが、原因のほとんどは国際価格

の上昇だった。円安による押し上げは全体の 1割に満たなかった。急激な円安が輸入

価格の上昇に拍車をかけるのは LNG や石炭も同じだ。エネルギーの国際価格が落ち着

いても、円安による輸入額の高止まりで大幅な貿易赤字から抜け出せない懸念があ

る。 

輸出の鈍化も貿易赤字の拡大につながっている。荷動きを示す 22年度上期の数量指数

（15年=100）は前年同期比 1.5%下がった。低下は新型コロナウイルスの感染拡大が本

格化した 20年度上期以来となる。感染対策の都市封鎖や不動産不況で経済が減速した

中国向けは 13.8%の大きな落ち込みとなった。 
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コスモ実質再エネ電力プラン 省庁や自治体向けに導入 新規

約契 1000 施設突破 

コスモ石油マーケティングが展開している実質再生可能エネルギー電力「コスモでんき

ビジネスグリーン」の省庁・自治体・企業向けの新規契約数が、累計で１０００施設を

超えた。 

 コスモでんきビジネスグリーンは、コスモエコパワー（本社東京都品川区）の風力発

電にひもづけたトラッキング付非化石証書を組み合わせた実質再生可能エネルギー電

力プラン。導入施設の年間使用電力量は１億９００万㌔㍗時で、約５万１７００㌧のＣ

Ｏ₂（二酸化炭素）削減効果に相当するという。 

 政府の「２０５０年カーボンニュートラル」方針に合わせて、「ゼロカーボンシティ

宣言」を表明した自治体は９月末時点で７８５にのぼる。コスモは自治体や企業への同

電気プランの導入に加え、カーリース事業を活用したＥＶ（電気自動車）導入、自家消

費用太陽光パネル設置などを提案し、環境負荷軽減の取り組みを支援していく。 

 同プランの主な導入先は次の通り。 

 ▽環境省（皇居外苑、京都御苑など６施設）▽防衛省（自衛隊横須賀基地内、神戸基

地など 15施設）▽東京都立川市（本庁舎、小学校など 56施設）▽八王子市（ポンプ場、

リサイクルセンター、戸吹最終処分施設など）▽神奈川県逗子市（本庁舎、環境クリー

ンセンター、小・中学校７校など）▽茅ケ崎市（本庁舎、ポンプ場など 58 施設）▽横

須賀市（青少年会館、消防署など 19施設）。 
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